
リスクの見積もり方法 意図的な誤使用を考慮する方法 受容れ可能なリスク基準の設定方法 残留リスクに対する管理的方策の方法 管理的方策の確認方法

A
上段は「見積もり方法の工夫」
下段は「確認する体制等工夫」

B C D E

①3要素（頻度、可能性、重大性）を使用して
いる。㋑社
②１枚のシート（リスクアセスメント報告書）に
ガイドワード一覧「作業区分（定常作業、段取
り、、、、非定常、その他）」、「災害想定（事故
の型）」、対策後の「安全区分（本質安全、完
全隔離、、、作業標準、禁止事項、標識、その
他）」を一目で分かるように記載している。㋑
社
③１枚のシート（同上）に、対策前の写真と対
策後の写真を掲載し、リスクとリスク低減策が
一目で分かるようにしている。㋑社

④1次評価として、4人の評価者がそれぞれリ
スク評価し、その後、担当部長が2次評価し、
部長が3次評価している。㋑社

①３要素（頻度、可能性、重大性）を使用して
いる、㋑社
②１枚のシートにガイドワード一覧「作業区分
（定常作業、非定常）」、「危険区分（回転体作
業、刃物取扱作業、、、高所作業、、）」、「災
害想定（事故の型）」、「想定被災部（手（手首
から先）、腕（手首から方）」を一目で分かるよ
うに記載している。㋑社
③３要素（頻度、可能性、重大性）に「回避の
可能性」を加えて４要素の組合せのマトリック
スで総合評価している。㋺社

④定常、非定常で区分している。

リスクアセスメント共通手法開発のための取組事例

（各団体からご提供頂いた事例の整理表）

一般社団法人
日本鉄鋼連盟
㋑社、㋺社

Ⅱ

①「リスクアセスメント基準」に「発生の可
能性の判断要素として「不安全行動（a.
危険がどんなものか知らない人、b.知
識、能力。技能を持たない人、接するリ
スクを軽んじる人、安全作業の実用性、
有用性を軽んじる人）」を記載している。
㋺社

①リスク４段階レベルA～Dのうち「C（即
座の対応必要なし）」、「D（些細）」として
いる。㋑社
②リスク5段階のレベルⅠを「許容可能で
ある」とし、その「取扱い基準」を「残留リ
スクに応じて教育や人材配置をする」とし
ている。㋺社

①「リスク低減対策結果報告書」を作成
し、その中で、「残留リスク」の「有無及び
内容」を記載し、「管理的方策」を「備考」
として記載している。㋺社
②リスクレベルの高いものから部門長が
選択し決定する。リスクレベルが高いもの
で、その対策が実施できないものは理由
（予算、操業、物理的、技術的）を明確に
し、作業者全員に周知する。㋺社

　リスクの見積もり 　残留リスク対策等

①リスクレベルⅣ及びⅢの「残留リスク」
については残留リスクの一覧表に載せて
安全衛生委員会で定期的に認識し、根本
対策の取れるものは優先順位をつけてリ
スクアセスメント対策費にて対応してい
る。しかし、対策の取れない「残留リスク」
については具体的な方策が無く、具体的
な対応手順（管理的方策）を作ることが必
要と考えている。㋑社

①左記の再掲㋑社
リスクレベルⅣ及びⅢの「残留リスク」に
ついては残留リスクの一覧表に載せて安
全衛生委員会で定期的に認識し、根本対
策の取れるものは優先順位をつけてリス
クアセスメント対策費にて対応している。
しかし、対策の取れない「残留リスク」に
ついては具体的なものが無く、具体的な
対応手順（管理的方策）を作ることが必要
と考えている。

①安全改善計画書を作成し、リスク低減
対策を年間の実施スケジュールで進捗状
況を管理している。㋺社
②「リスク低減対策結果報告書」と一体と
なった「低減対策確認報告書」で、「確認
日時」、「確認対象物（作業）」を上記①の
スケジュールとともに管理している。㋺社

整理表
各事例の詳細について
は資料番号、
例えば「Ⅰ－Ａー①」
を参照のこと。

Ⅰ
日本製紙連合会
㋑社

①特化した手法はなし。㋑社 ①リスク４段階のうち、「レベルⅠ」につい
ては「現状の作業で許容できる」としてい
る。㋑社

資料３－１



リスクの見積もり方法 意図的な誤使用を考慮する方法 受容れ可能なリスク基準の設定方法 残留リスクに対する管理的方策の方法 管理的方策の確認方法

A
上段は「見積もり方法の工夫」
下段は「確認する体制等工夫」

B C D E

　リスクの見積もり 　残留リスク対策等整理表
各事例の詳細について
は資料番号、
例えば「Ⅰ－Ａー①」
を参照のこと。

①HAZOP手法を活用し、リスク見積もりとして
LOPA(Layer of Protection Analysis防護層解
析）手法を使用している。㋑社
②３要素（頻度、可能性、重大性）を使用して
いる、㋺社
③ヒヤリハット報告にリスク評価を追加してい
る。㋩社
④リスクレベル=「影響度」＋「確率」とし、その
「影響度」を、「労災（ケガの大きさ）」と「保安
（保安・環境・ｸﾚｰﾑ・その他ﾄﾗﾌﾞﾙの大きさ）」
の組合わせとしている。㊁社
⑤すべての作業について、リスクポイントを、
「重大性」、「頻度」に加えて「保安影響、怪我
の可能性」の３要素の組合せとしている㋭社
⑥傷害程度の分類（重大、休業、不休、軽傷）
について、労災保険法規則別表を参考に、障
害等級や受傷大きさの判定基準を設けてい
る。㋭社
⑦上記⑥の障害程度について、機械要素
（例：エアシリンダ）ごとに、より具体的な傷害
程度を示したガイドライン（例：エアシリンダの
ボア径63以上で挟まれた場合は、B（休業）程
度と評価する）を策定している。㋭社
⑧曝露の頻度について、具体的な定義・分類
を設けている。㋭社

⑨毎月「RA分科会」を開催し、各部署のRA実
施進捗をフォローし部署間のレベル差をなくし
ている。㋺社

①２要素（ケガの大きさ、発生の可能性）を使
用している。㋑社

②「ケガの大きさ」、「発生の可能性」の具体
的な判定目安を定めている。その上で、判定
に迷った場合は危険側で見積もるように教育
周知している。㋑社
③RA実施（判定）に当たっては３名以上とす
ること、更に、設備安全技術者、安全責任者
による確認を行うことでバラツキ抑制や妥当
性確認などを行っている。㋑社

一般社団法人
日本自動車工業会
㋑社

Ⅳ

①教育で「予見可能な誤使用」について
教育するとともに、現場において職制/
ｾｰﾌﾃｨｻﾌﾞｱｾｯｻによるチェックを実施し
ている。㋑社
②「発生可能性の判定目安」の一つとし
て「作業時における人の注意力」を入れ
ている。㋺社

①マトリックスにより、見積もり結果がA～
Eの「D」ランク以下となった場合は「受容
れ可能なリスク」と判断している。また、
「受容れ可能なリスク」の「D」が「定義：許
容できる。対応：作業標準に注意表示を
明記し、指導・教育を行う」、「E」が「対応
不要」としている。㋑社

①作業標準表に残留リスク対策の必要
性や装備すべき保護具、さらに教育の実
施記録を記述する様式とし、明示し、教育
を実施している。㋑社
②低減方策を施しても許容レベルD以下
に低減できない場合は、所属長の承認、
使用上の情報と繰り返し教育を行うことで
使用できるとしている。㋑社

①許容できない残留リスクについては、
残留リスク管理表を作成し、所属長の承
認、繰り返し教育を行い記録する様式とし
ている。㋑社

①記載なし。 ①LOAP手法で、リスク４段階のレベルD
を「現状維持」としている。なお、レベルC
を「許容レベルであるが、Dレベルへの低
減対策を検討」としている。㋑社
②「化学プロセスにおける変更管理手法」
により、ランクを「A～H及びH未満（極軽
微リスク）」の９ランクに区分けしている。
㋑社
③新規導入設備は、レベルⅠの低リスク
にしてから製造部に引き渡している。㋺
社
④リスクレベルⅠ（小）には「判定結果：ほ
とんど問題がない」、「対策の必要性：対
策はいらない」としている。㊁社
⑤レベル４段階のレベル４を「許容でき
る」としている。㋭社
⑥機械設備RAに関し、「障害の程度」と
「暴露頻度」の組合わせで、「受容れ可能
なリスク基準」を設定している。㋭社

①プロセス安全検討を制度的に実施する
ために「プロセス安全検討会議」で管理し
ている。㋑社
②リスクレベル４段階のうち、高リスクの
レベルⅣは「評価後１年以内にレベルを
下げる」、レベルⅢは「２年以内にレベル
を下げる」とし、新規導入設備は、「レベ
ルⅠの低リスクにしてから製造部に引き
渡す」としている。㋺社
③ソフトによる対策（安全道場の活用、安
全教育、災害カレンダー活用）、風土改善
の活動（安全意識向上活動、問題意識提
起ﾐｰﾃィﾝｸﾞ、安全ﾊﾟﾄﾛｰﾙ）㋺社
④ハザードマップを作成している。㋩社
⑤「残留リスク」を、「リスク評価表」で管
理し、また「リスクマップ（図面及び写真）」
を作成し、また見える化している。㋭社

①レベルⅡ以上については、必ず職制
（係長・課長）がその対策について誰が・
いつまでに・何をやるか報告書に記入し
管理する。また、レベルⅡ以上は、安全
委員会等で必ず現場確認を行い、有効
性を検証している。また、リスク診断シス
テムを導入している㋩社

Ⅲ

一般社団法人
日本化学工業協会
㋑社、㋺社、㋩社、
㊁社、㋭社



リスクの見積もり方法 意図的な誤使用を考慮する方法 受容れ可能なリスク基準の設定方法 残留リスクに対する管理的方策の方法 管理的方策の確認方法

A
上段は「見積もり方法の工夫」
下段は「確認する体制等工夫」

B C D E

　リスクの見積もり 　残留リスク対策等整理表
各事例の詳細について
は資料番号、
例えば「Ⅰ－Ａー①」
を参照のこと。

①３要素（頻度、可能性、重大性）を使用して
いる。㋺工場

②機械、作業単位でマクロアセスメントを行
い、優先順位を決定し、リスクアセスメントを
行う。㋑工場
③「危険に近づく頻度」の基準については、
「定常作業」と「非定常（保全工事）」で分けて
いる。㋑工場
④オペレータが生産設備の中に立ち入って作
業・行動する単位で、エリアのマクロアセスメ
ントを行う。㋑工場

①業界の特性に合わせ、「災害」と「事故」の１
枚の共用様式としている。㋑社
②「災害」については、「けがの可能性」、「け
がのひどさ」、「危険に近づく頻度」、「安全装
置の程度」、「作業環境」の５評価項目で実施
し、その点数と具体的な基準を示している。㋑
社
③上記「安全装置の程度」では、「なし」はゼ
ロ（０）とし、安全装置の程度によってマイナス
（最大マイナス６）と評価している。㋑社
④「事故」については、「事故の可能性」、「事
故の重大性」、「事前対策の程度」の３項目で
実施し、その点数と具体的な基準を示してい
る。㋑社
⑤上記「事前対策の程度」では、「なし」はゼ
ロ（０）とし、事前対策の程度によってマイナス
（最大マイナス８）と評価している。㋑社

⑥定常、非定常、緊急時で区分している。

一般社団法人
日本アルミニウム
協会
A社の㋑工場、㋺工
場

①左記の評価項目の「作業環境」を、不
安全行動を起こしやすくする項目として
「照度「、「騒音」、「粉塵」「温度」で評価
し、複合する場合は合計としている。㋑
社
②上司（管理者）がチェックすることで、
「極端な誤使用」を抑制している。㋑社
③部門の検討メンバーによる合議と決
めている。㋑社

①ケースごとに合議で決定している。㋑
社

①高リスク案件（例えばレベルⅢ、Ⅳ）に
ついては社内でリスト化し進捗管理して
いる。㋑社

①1件1件のRAをリスト化し、一覧表として
記録し、年に1回各項目を見直し（確認し）
ている。㋑

日本鉱業協会
㋑社

Ⅵ

①記載なし。 ①マクロアセスメントの結果、レベル「C
（優先度小）」については、「室課グループ
長の判断でリスクアセスメントの対象から
除外しても良い」としている。㋑工場
②リスクアセスメントの結果、レベルⅠ
（特別な措置は不要）については、「追加
の管理は必要としないが、費用をかけず
に実施可能な改善案があれば実施しても
よい」としている。㋑工場
③保全工事のリスクアセスメントの結果、
レベルCについては、「許容できる。対策
不要」としている。㋑工場
④リスク４段階のレベルⅠを「許容できる
→　残存リスクあり。安全教育や注意表
示を行う。」としている。㋺工場

①リスク低減対策手順を「対策完了」まで
「見える化」している。また、リスク低減対
策を「本質安全化」や「安全防護」など各
ステップごとに「考え方」と「対策の具体
例」を参考として示している。㋑工場
②リスク低減対策について、ハードとソフ
トに分けている。㋑工場
③ソフト対策（表示、注意喚起等）でリスク
を下げないこと、としている。㋺工場

①レベルⅡ以上で速やかに改善できない
残留リスクを「危険有害要因一覧表」とし
て記録し、室課グループ長、総括部長、
安全衛生室長の承認を得る。レベルⅢ以
上については、別途「所危険有害要因一
覧」を作成し、安全環境部長の承認を得、
次年度の所安全衛生目的・目標へ反映さ
せる。㋑工場

Ⅴ



リスクの見積もり方法 意図的な誤使用を考慮する方法 受容れ可能なリスク基準の設定方法 残留リスクに対する管理的方策の方法 管理的方策の確認方法

A
上段は「見積もり方法の工夫」
下段は「確認する体制等工夫」

B C D E

　リスクの見積もり 　残留リスク対策等整理表
各事例の詳細について
は資料番号、
例えば「Ⅰ－Ａー①」
を参照のこと。

上記から見えてくる
「現状と課題」

Ⅶ

①中災防が推奨する３要素（頻度、可能性、
重大性）による方法だけでなく、「保安」の要
素を加えたり、「定常作業」と「非定常作業」で
分けたり、更には、障害程度のより具体的な
基準を設定するなど、各社、各業界の特性を
踏まえてかなり工夫している。また、見積もり
の妥当性をチェックする仕組みの工夫は評価
できる。

②一部の社、業界によっては見積もりのため
の判定基準に曖昧さが残ることや評価者に
個人差（経験、年齢、役職など）があること
が、見積もりに差が生じる要因ではないか。

③従って、無理に基準を統一するのではな
く、他社、他業界の好事例や参考事例として
活用することが望ましいのではないか。

④右記の「B 意図的な誤使用を考慮する方
法」が設定されていないことや、「D 残留リス
クに対するソフト対策（人為的な管理方策）の
方法」をとった場合に一部の企業でそのリスク
レベルを下げているため、リスクが潜在化す
る恐れがある。これが結果的にリスクの見積
もりに影響が出るのではないか。

①意図的な誤使用やヒューマンエラーを
見積もっている企業、業界は少ない。そ
の理由は、意図的な誤使用やヒューマ
ンエラーを見積もる手法が明確ではない
からではないか。結果、リスクレベルを
低く見積もる恐れがあるのではないか。

②なお、中災防のリスクの研修において
も「意図的な誤使用」やヒューマンエラー
の見積もりの必要性は述べているが、
具体的な手法は述べていない。

③また、残留リスクの管理方策にも関係
するが、リスク低減対策として人に依存
した「管理的方策」をとった場合には、意
図的な誤使用やヒューマンエラーを見積
もっていないため、リスクレベルが低く評
価され、リスクが潜在化するのではない
か。

①比較的多くの企業で「受容れ可能なリ
スク基準」を設定しているが、一部の企業
では明確な基準が設定されていない。

②また、「受容れ可能なリスク」の判断
が、「対策不要」と「定義：許容できる。対
応：作業標準に注意表示を明記し、指導・
教育を行う」など、バラツキがある。更に
は、「レベルⅡ：即座の必要なし」としつつ
も「レベルⅠ：些細」と曖昧な基準となって
いる事案もある。

③その結果、「受容れ可能な基準」が設
定されていない、又は、曖昧な基準であ
ると、受入れ可能な事案に対する対処が
「対策不要」なのか、「許容できる　→　残
存リスクあり。安全教育や注意表示を行
う。」と人に依存した「管理的方策が必要」
なのかバラついたりする。

④また、そもそも「些細」な事案として長期
にわたって、リスクアセスメントの対象とし
て残留し、蓄積され、膨大な書類の蓄積
となり、それがリスクアセスメントの形骸
化につながるのではないか。

①残留リスクについては、各社は、優先
順位を付け、各種対応している。しかし、
すぐにリスクが下げられない残留リスクに
ついては、リスト化し、所属長等の承認を
得、使用上の情報や教育等のソフト対策
で対応しているが、全般的に各社・各業
界とも苦労しているとのコメントが比較的
多い。

②また、一部の企業で人に依存する「管
理的方策」をとった場合、リスクレベルを
下げている事案が見られる。しかしなが
ら、ソフト対策（人に依存する管理対策）
をとった場合は、「ハザード」が無くなった
わけでないので、ソフト対策の結果リスク
レベルを下げていることを明示しないとリ
スクが潜在化するおそれがある。

③従って、ソフト対策でリスクレベルを下
げる場合は、それが分かる仕組みが必要
ではないか。

④なお、中災防の研修では、管理的方策
をとった場合には、原則としてリスクレベ
ルを下げないことを推奨している。

①すぐにリスクが下げれない残留リスク
については、リスト化するなど残留リスク
管理表や報告様式などで管理・確認して
いるケースが比較的多い。

②一方、人に依存する「管理的方策」を
取った場合に、その確認方法を設定して
いる企業、業界は少ない。

③左記のとおり、人に依存した「管理的手
法」を取った場合には、リスクが潜在化す
る懸念があることに加え、その確認方法
も設定しない場合は、ますますリスクが潜
在化するのではないか。


